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島根大学は、文部科学省の2019年度科学技術人材育成費補助事業「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽

引型）」の取組機関に選定されました。
この事業は、女性研究者のライフイベント及びワーク・ライフ・バランスに配慮した研究環境の整備や女性研究者の研

究力向上のための取組、女性研究者の積極採用や上位職への積極登用など、女性研究者の活躍促進に向けた優れた取組を
支援するものです。島根大学は島根県立大学、松江工業高等専門学校、米子工業高等専門学校と連携して、地域に根差し
つつ国際的に活躍できる女性研究リーダーを持続的に育成し輩出する仕組みを構築し、山陰全域のダイバーシティ推進を
牽引します。
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事業の全体像
本事業では、４機関が連携して、地域に

おける協力機関の協力を得ながら、地域に
根差しつつ国際的に活躍できる女性研究
リーダーを持続的に育成し輩出する仕組み
を構築します。また、4機関が中心となっ
てネットワークを確立し、地域のステーク
ホルダー間での対話を促進するとともに、
本事業で得られた知見や成果を地域社会お
よび全国に広く発信していきます。
これらの取組により、山陰全域のダイ

バーシティ推進を牽引し、活力にあふれる
地域づくりを先導していくことを目指しま
す。

行動計画の概要
1.ダイバーシティ研究環境の整備強化
・多様な構成員の「違い」を考慮した学内制度の整備
・多様な構成員の意思を反映する組織運営
・ダイバーシティを推進する学内体制整備
・「SAN’INダイバーシティ推進ネットワーク」を通じた、
地域のステークホルダーによる対話の促進
2.女性教員の積極採用と上位職登用
・採用・昇任に関するポジティブアクションの強化
・優れた応募者を確保するための工夫と改善
・上位職登用を後押しする支援の充実

3.女性研究者の裾野拡大
・女性研究者の新たなロールモデル提示
・在学生向けキャリアデザイン支援
・IoT技術を牽引できる女性研究者のロールモデル育成
・社会人女性のための研究キャリアデザイン支援
4.女性研究リーダー育成
・研究リーダー育成プログラムの開発・実施
・組織・分野の枠を超えた研究交流の推進
・メンターによる個人に寄り添った支援
・看護職女性管理者を育成する教育プログラムの開発・実施

連携体制



次世代たたら協創センターとの協働
本事業では、平成30年度に採択された

「先端金属素材グローバル拠点の創出－
Next Generation TATARA Project－
（内閣府『地方大学・地域産業創生交付
金』）の実施組織である「次世代たたら
協創センター」と連携して取組を進めま
す。世界最先端の知が創出される環境を
ダイバーシティの観点から補完すること
により、研究生産性を高め、研究力を持
続的に向上させることのできる研究拠点
の形成を目指します。

編集部からひとこと

SAN’INダイバーシティ推進ネットワーク会議を設立しました

2019年11月5日に、「SAN’INダイバーシティ推進ネットワーク会議」を設立し、記者会見を開催しました。このネッ
トワークは、関係機関による連携・協力体制を構築し、山陰地方のダイバーシティのさらなる推進を図るとともに、広
く地域の知見を集め、地域社会および全国へ広く情報発信していくことを主な目的としています。
今後、幅広い分野・セクターから協力を得てネットワークを拡充し、積極的な情報発信を行うことにより、山陰全域

のダイバーシティ推進を牽引し、社会変革につなげていくことを目指します。
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「ダイバーシティ推進室」が設置されました
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本年10月15日付けで、「男女共同参画推進室」は「ダイバーシティ推進室」に変わりました。新体制のもとで、上記
ダイバーシティ事業を駆動力として活用して、「島根大学ダイバーシティ推進宣言（令和元年６月６日）」の趣旨を具
現化する施策を立案し実施していきます。

ダイバーシティ推進のための基本方針 （ 「島根大学ダイバーシティ推進宣言」より抜粋 ）
１．島根大学は、ダイバーシティ推進に対する意識を啓発し、本学の意思決定において、構成員の多様な意見が尊重さ
れるよう環境整備に努めます。
２．島根大学は、すべての構成員が個性と能力を十分に発揮できる教育・研究・就労環境を整備します。
３．島根大学は、ダイバーシティ推進の視点に立った人的構成と人材育成を推進します。


